
事業番号 160

欧州安全保障協力機構軍備管理・軍縮会合（OSCE）拠出金
（任意拠出金） 担当部局庁 欧州局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成８年度開始 担当課室 政策課 課長　原　圭一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本目標Ⅶ：分担金・拠出金
具体的施策Ⅶ-１：国際機関等を通じた政務及び安全保障
分野に係る国際貢献

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第三項

関係する計画、
通知等

ＯＳＣＥ事務総長からの要請

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　世界最大の地域安全保障機構であるＯＳＣＥは，５７か国が加盟し，我が国を含む１１か国がパートナー国となっている。ＯＳＣ
Ｅは，政治・軍事面においては加盟国の査察等を実施すると共に，経済・環境及び人権・民主主義面においても加盟国（パート
ナー国も含む）において選挙監視や各種プロジェクトを実施しているところ，我が国の外交姿勢と整合的なプロジェクトを支援し，
地域の安全保障環境の改善に貢献する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　ＯＳＣＥは，冷戦終焉後，特に民主主義と法の支配の確立が地域の安全保障上不可欠であるとの考えの下，アフガニスタン及
び中央アジアにおいて多くのプロジェクトを実施し，その実績は国際社会においても高く評価されている。我が国は，分野的にも
地域的にも幅広いＯＳＣＥプロジェクトの中から国境管理プロジェクトや女性の社会進出支援プロジェクト等を中心とする我が国
の政策に合致し，かつ費用対効果の高い適切な案件を支援している。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

－ 71 －

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 0.9 0.8 0.6 0.5 ー

補正予算 －

繰越し等 － － － －

0.9 0.8 72 0.5 ー

執行額 0.9 0.8 72

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ①100％ ②０％

24年度
目標値

（25年度）

【成果目標】①平成22年度当初：憲法・選挙改革支援（ﾒ
ﾃﾞｨｱ・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ），②中小企業及び小規模手工芸ビジネ
スのサポートを通じた女性企業家支援③女性のメン
ター・メンティーツールキット構築プログラムを通ずる女性
支援
【成果実績】
①平成22年度当初：放映されたﾃﾚﾋﾞ番組数（毎回日の丸
が放映），②参加女性数：アフガニスタン，タジキスタン，
アゼルバイジャンからの参加者合計２７名及び事務局か
らの８名を加えた合計３５名が参加（期間は，２０１３年３
月まで）③女性の立場向上プロジェクトスタッフが５つの
地域において女性の啓発等のためのネットワーク作りを
実施。
※平成25年度の拠出案件は検討中。

成果実績
①日
（回）
②人
③地域

①4 ②３５ ③５ ※未定

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

件

①1 ②１ ③１

③０％

※未定

(                )

単位当たり
コスト

①憲法・選挙改革支援（ﾒﾃﾞｨｱ･ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ）（２２．５万円／
日（回））
②中小企業及び小規模手工芸ビジネスのサポートを通
じた女性起業家支援（２３．１万円／人）
③女性のメンター・メンティーツールキット構築プログラム
を通ずる女性支援（１２．８万円／地域。）
※単位あたりコストは，日本の拠出金のみを対象として
算出。

算出根拠
①：９０万円÷４日（回）＝２２．５万円／回
②：８１万円÷３５人＝２３．１万円／人
③：６４万円÷５（地域）≒１２．８万円／地域

ＯＳＣＥへの拠出

主な増減理由

事業費 0.5 － 任意拠出金のうち優先事項を踏まえて減。

0.5 －

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内

訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （外務省）

計



○

　地域安全保障機構が安全保障の観点から行う事業で
あり，民間等の資金で実施することは困難。我が国は自
国のみでは実施できない適切なプロジェクトへの拠出に
より，国際的な安全保障環境の改善に寄与することがで
きる。なお，平成２３年度予算による事業は平成２５年３
月までの間実施される予定。○

ー

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 類似事業名

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

186

備考

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

平成24年平成23年

○

ー

○

0165 163

任意拠出金のうち優先事項を踏まえて減。

平成22年

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

重
複
排
除

所管府省・部局名

関連する過去のレビューシートの事業番号

廃
止

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　ＯＳＣＥを通じた支援により，幅広い分野及び地域への
支援が可能。拠出により，５７か国の加盟国と１１か国の
パートナー国に対して我が国の支援のビジビリティを高
めることができるとともに，世界最大の安全保障機構で
あるＯＳＣＥに対する関与を確保することができる。さらに
は，被支援国との２国間の関係でも良好な関係を構築す
ることが可能であり，本拠出金の意義及び効果は高い。

　ＯＳＣＥが実施する複数の事業の中から，我が国の外
交・安保政策に合致し，かつ，我が国支援のビジビリティ
を確保できる事業を選定して拠出している。定期的に収
支報告書を受領して，事業の進捗を確認するとともに，
拠出金の使途をフォローアップしている。

廃止

行政事業レビュー推進チームの所見

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○単位当たりコストの水準は妥当か。

○
国
費
投
入
の

必
要
性

抜
本
的
改
善

事
業
全
体
の

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検

-

我が国の外交政策に合致し、かつＯＳＣＥの枠組を通じてしか行うことのできない適切なプロジェクトを選定するよう留意する。

評　価項　　目

点
検
結
果

ー

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。


